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社会福祉法人北区社会福祉事業団 

次世代育成支援行動計画 

（令和２年度～６年度） 

 

社会福祉法人北区社会福祉事業団 

 
はじめに 

「次世代育成支援対策推進法」は、次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、育成される環

境を整備し、国、地方公共団体、企業、国民が担う責務を明らかにし、平成１７年４月１日から

施行されています。 

この法律において、企業は、従業員の仕事と子育てに関する「一般事業主行動計画」を策定す

ることとしております。常時雇用する職員が１０１人以上の企業は、この行動計画を策定し、そ

の旨を都道府県労働局に届け出ることが義務とされました。 

社会福祉法人北区社会福祉事業団（以下「事業団」という。）は、この法律に基づき、事業主

の責務として「社会福祉法人北区社会福祉事業団次世代育成支援行動計画（平成２３年度～２７

年度）」を新たに策定し、平成２７年度からは「第２期行動計画（平成２７年度～３１年度）」

として計画を変更、継続し、職員の職場環境の整備を推進してきました。 

このたび、第２期行動計画の計画期間満了に伴い、引き続き第３期の行動計画として、「社会

福祉法人北区社会福祉事業団次世代育成支援行動計画（令和２年度～６年度）」を策定し、職員

と職場の環境整備を一層推進するため、制度の整備や周知、意識啓発をさらに図ることとしまし

た。 

この計画は一般事業主行動計画として、事業主の立場から当事業団の職員を対象に策定したも

のです。職員のみなさんが、父親として、母親として、また、地域社会の構成員として、子育て

に対する理解を深め協力し合うことで、安心して次世代を担う子どもを育むことができることを

願っています。 

 

令 和 ２ 年 3 月 

社会福祉法人 北区社会福祉事業団理事長 谷 川 勝 基 
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Ⅰ 目 的 

この計画は、事業団の正職員全員を対象としています。行動計画策定指針に掲げられた基本

的視点を踏まえつつ、職員が仕事と子育ての両立を図ることができるよう、次世代育成支援対

策を計画的かつ着実に推進するため、第3期の行動計画を策定し公表します。 

Ⅱ 計画期間 

次世代育成支援対策推進法は、平成１７年度から１０年間の時限法でしたが、平成２６年４

月に法律の有効期限が、令和７年３月３１日まで延長されました。 

事業団では、行動計画策定を求められた期限を基に、第１期、第２期に引き続き第３期（令

和２年４月１日～令和７年３月３１日）の５年間を計画期間とします。 

Ⅲ 計画策定の際の基本的視点 

○ 職員の仕事と生活の調和の推進という視点 

○ 職員の仕事と子育ての両立の推進という視点 

○ 事業団全体で取り組むという視点 

○ 事業団の実情を踏まえた取組の推進という視点 

○ 取組の成果という視点 

Ⅳ 具体的な内容 

この計画は、事業団が行う次世代育成にかかる行動を中心に示していますが、計画の実現に

は子育てに係わる職員はもとより所属長、職場の同僚職員なども含む積極的な取り組みが不可

欠であるため、関係する職員の行動についても示しています。 

 

＜目標を達成するための対策＞ 

● ３歳に満たない子を養育する職員が請求した場合に、勤務時間を６時間とする「育児のた

めの短時間勤務」規程を整備。 

● ３歳に満たない子を養育する職員が請求した場合に、正規の勤務時間を超えて勤務をさせ

〔目標〕１ 子育てがしやすい環境の整備 

育児のための短時間勤務、育児のための超過勤務の免除及び予防接種、健康診断等も取得事由

に追加した子の看護のための休暇制度を整備します。 
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ることができない（事業の正常な運営に支障がある場合を除く）とする「超過勤務の免除」

規程を整備。 

● 小学校就学前の子を養育する職員が請求した場合に、１か月について２４時間、１年につ

いて１５０時間を超えて時間外勤務をさせることができないとする「時間外勤務の制限」規

程を整備。 

● 小学校就学前の子を養育する職員が請求した場合に（事業の正常な運営に支障がある場合

を除く）午後１０時から午前５時までの間に勤務させることができないとする「深夜勤務の

制限」規程を整備。 

● 小学校就学前の子を養育する職員が、子の看護のため、または、予防接種、健康診断を受

けさせるために、５日以内（２人以上の場合は１０日以内）時間を単位として休暇を取得で

きる「子の看護のための休暇」の規程を整備。 

 

 

＜目標を達成するための対策＞ 

● 妊娠出産休暇を取った職員へ、出産祝い金制度 

３２万円（多胎児の場合３７万円） 

● 配偶者が出産した職員へ、出産祝い金制度 

５万円（配偶者が上記祝い金を受けた場合を除く） 

 

 

＜目標を達成するための対策＞ 

● 妊娠や出産、育児に関し、職員が利用できる制度のパンフレットを作成し、各施設等に配

布します。 

● 各施設等は、一般事業主行動計画や就業規則等休暇などの制度の規程を職員が自由に閲覧

できるよう、各施設に規程集を置き、職員に情報提供します。 

 

〔目標〕２ 出産祝い金制度の導入 

出産に関する経済的な支援を行い、安心して子育てを行うことのできる環境の構築を目指し

ます。 

〔目標〕３ 制度の周知や意識啓発 

妊娠や出産、育児に関する休暇などの制度、または一般事業主行動計画に関し、職員が内容

や概要を理解するよう努めます。 
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＜目標を達成するための対策＞ 

● 父親・母親になることが分かった職員に対しては、母性保護、育児休業、休暇などの諸制

度の活用や人事上の配慮から、できるだけ速やかに、所属長に申し出るように啓発します。 

● 妊娠中の女性職員は、深夜勤務及び時間外勤務の制限、妊娠通勤時間などの制度によって

保護されています。これらの制度を適切に運用します。 

● 妊娠中の母親が受けるストレスが胎児に良い影響を与えないことや、通常より動作がしづ

らいことなど、妊婦の体調について配慮すべき状態であることを職員が意識し、職場全体で

サポートできるよう啓発します。 

● 子どもが１歳３か月未満までは、職員は「育児時間」を取得することができます。所属長

は、職員が育児時間を取得できるよう適切な業務の調整を行います。 

● 妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメントの防止に関する規定に基づき、相談に必要

な体制を整備し、相談には迅速かつ適切な対応に努めます。 

 

 

 

＜目標を達成するための対策＞ 

● 所属長は、父親となる職員が休暇を取得できるように、必要に応じて職場の中での臨時の

応援態勢を実施します。 

● 育児には家族のサポートだけではなく、職場のサポートも必要です。職員が「出産支援休

暇」を取得しやすい雰囲気作りに取り組みます。 

 

〔目標〕４ 妊娠中及び出産後における配慮 

妊娠や出産、育児に関する休暇などの制度を利用しやすい職場環境とするため、周囲の職員が

配慮できるよう取り組みます。 

〔目標〕５ 子どもの出生時における父親の休暇取得等の促進 

これらの取組を通じて、子どもの出生時における父親の「出産支援休暇」の取得率向上を図

ります。 

 

 



5 

 

 

「育児休業」、「部分休業」及び「育児短時間勤務」（以下「育児休業等」という。）制度

の利用促進を図るため、次の取り組みを行い、制度の利用しやすい環境を整備します。特に、

現在取得率の低い男性職員の取得の促進を図ります。 

 

＜目標を達成するための対策＞ 

● 職員から「育児休業等」の取得の申出があった場合、所属長は業務に支障がでないよう

に、必要に応じた業務分担の見直しを行うなど、職員が安心して取得できるように努めま

す。 

● 父親の育児休業等の取得率は、現状では極めて低い水準にあります。今後は、父親がもっ

と子育ての喜びや責任を認識できるよう、男性職員に対して、短期間であっても育児休業等

が取得可能であることに関して、十分に周知し育児休業等の取得促進を図ります。 

● 職員が育児休業等を実際に取得することになった場合、必要に応じて代替職員の確保など

を行い、職員が安心して育児休業を取得できるようにします。 

 

 

 

＜目標を達成するための対策＞ 

● 子育て中の職員が家族とのふれあいの時間を確保するとともに、その他の職員も豊かな家

庭生活を営むよう「定時に帰ろうマイホーム」のキャンペーンを行い、職員は、周囲の職員

と声を掛け合って退出するよう心掛けるものとします。なお、勤務形態によっては、定時退

庁日を設定できない職場がありますが、所属長は職員の勤務時間の適正管理に努めます。 

● 所属長は、職員の心身の健康維持のため、時間外勤務の状況を常に把握し、職員の仕事の

進捗状況等をよく観察し、時間外勤務を減らすよう指導します。 

 

〔目標〕６ 育児休業等を取得しやすい環境の整備等 

これらの取組を通じて、計画期間中に男性職員の１人以上育児休業等の取得を目指します。 

〔目標〕７ 超過勤務の縮減 

職員のワークライフバランスを改善するため、超過勤務の縮減を図ります。 
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＜目標を達成するための対策＞ 

● 子育て中の職員が、特に人事上の配慮を求める場合には、自己申告書で子育ての状況等に

ついて人事担当部署に伝えるほか、所属長に早めに情報提供を行うよう指導します。状況に

応じて可能な限り配慮するようにします。 

 

 

直近の３年間の婦人科検診では、子宮がん検診の受診率は53.1％、乳がん検診の受診率は

63.3％でした。 

 

＜目標を達成するための対策＞  

● ２０歳以上の女性職員に毎年１回、無料で子宮がん及び乳がん検診を実施します。 

 

 

おわりに 

この計画を実施することにより、すべての職員が子育てに対する理解を深め、共に支え合い、

安心して子育てに取り組める環境づくりに取り組んでまいります。 

 

社会福祉法人 北区社会福祉事業団行動計画 
令和２年３月発行 

社会福祉法人北区社会福祉事業団庶務課 

〒１１４－0016 

東京都北区上中里2-45-2 

電話０３（5390）6004 

〔目標〕８ 人事異動にかかる配慮 

子育て中の職員が働き続けられるよう可能な限り配慮に努めます。 

 

〔目標〕９ 女性特有のがん予防に対する配慮 

２０歳以上の女性職員の子宮がん検診の受診率を５５％以上にします。 

２０歳以上の女性職員の乳がん検診の受診率を６５％以上にします。 

 


